
523

研究者を支援する評価分析ツールの構築

1. はじめに

視認度評価分析システム（以下「本システム」と

いう）は，研究者や大学・研究機関に自らの教育研

究活動成果の視認性を客観的に評価分析するための

各種の指標を提供することによって，研究プロモー

ションや研究戦略構築などに資することを目的とし

たシステムである。

本システム開発の背景には，大学を中心とした機

関リポジトリの進展と，信州大学および株式会社メ

ディアフュージョンが共同開発した，機関リポジト

リと連携した新しい研究者総覧システムがある。

図1に示すとおり，本システムは，機関リポジトリ，

研究者総覧システム，引用文献データベース（Web 
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o f S c i e n c e等）から得られる論文数，アクセス数，

被引用数などの定量的データを研究者単位で整理・

集計し，評価分析データを提供するものである。各

種データの研究者単位でのデータ統合を行うことに

よって，論文単位での評価分析のみではなく，研究

者単位での全業績の客観的な評価分析を可能にする

点にその機能の核心がある。

なお，本システムの開発は国立情報学研究所の

CSI委託事業に採択されており1），信州大学が主担当

となり，埼玉大学，慶應義塾大学と連携して平成20

年度〜21年度にかけて受託している。

2. システム開発の背景

最初に本システムの開発を行うに至った背景につ

いて述べる。

2.1 機関リポジトリの進展

本システムの開発の背景には，まず大学等におけ

る機関リポジトリの進展がある。機関リポジトリは

研究者や大学・研究機関からの主体的な学術情報発

信を可能にした点で大きな意義を持っている。研究

者や大学・研究機関は出版社等の刊行主体の意向に

コントロールされることなく，自らの意思で成果物

の発信を行うことができるようになった。発信され

る情報は学術論文のみでなく，研究発表のプレゼン

テーション資料，教材などの教育活動の成果物，さ

らには機関の広報物や所蔵する貴重資料等に至るま

でにその範囲が広がっている。この現状は，情報発

信の質のコントロールが行われていないといったマ

イナス面からとらえるべきでなく，研究・教育・地

域貢献等の諸活動にわたる多様なアウトプットが研

究者や大学・研究機関自身から積極的になされるよ

うになったというプラス面からとらえるべきであろ

う。

機関リポジトリのもうひとつの重要な意義は，大

学・研究機関による教育研究活動の成果物をイン

ターネットを介して無償かつ誰にでもアクセス可能

にした点である。アクセス障壁が限りなく低くなる

ことによって，大学・研究機関の成果物の視認性

が大幅に高まるとともに，機関内や学術コミュニ

ティーを超えた，社会全般からも広く成果物へのア

クセスがなされるようになった。機関リポジトリが

研究目的に限らない多様な目的に利用されているこ

とを，機関リポジトリのアクセスログの分析を通し

て示唆した報告も行われている2）。

このように機関リポジトリが進展し，その利用の

拡大が進むにつれて，量・質の両面において大学・

研究機関の成果物へのアクセスのあり方は革命的な

変貌を遂げつつあるといえる。また，利用者の行動

がアクセスログに記録されることによって，従来は

見えなかった研究成果物に対する関心のあり方を客

観的なデータによって明らかにできるようになっ

た。機関リポジトリのこのような進展は，研究者や

大学・研究機関とその教育研究活動に対する新たな

観点からの評価分析への可能性を切り開くもので

あった。

2.2 教育研究業績の把握と研究者同定

2つ目の背景は，本システム開発に当たっての必

須の要件である大学の教育研究業績の把握と研究者

同定の問題に解決の見通しがついたことである。

教育研究活動成果の視認性を評価分析するために

は，当然のことながら，評価分析の対象となる教育

研究業績が十分に把握されていなければならない。

図1　視認度評価分析システム概念図 
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しかし，これまで多くの大学等においては，所属す

る研究者の業績情報を網羅的かつ体系的に把握する

手段を持っていなかった。また，研究者ごとに視認

性を評価分析するに当たって必要な研究者単位での

情報統合も従来は困難であった。例えば，研究評価

に広く用いられているWeb of Scienceにおいてすら，

研究者同定を完全に行うことは難しいのが現状であ

る。周知のとおり，学術文献や引用文献データベー

スでは，同姓同名，著者名略記等の問題から，著者（研

究者）を同定することが難しく，その解決が大きな

テーマとなっている。

このような状況下で，信州大学において開発され

埼玉大学にも拡張導入された新・研究者総覧システ

ム3)〜6), 注1）は，大学構成員の教育研究業績のトータ

ルな把握と，本システムの実現に必須な機能である

研究者同定に対して可能性を開くものであった。

新・研究者総覧システムは科学技術振興機構（JST）

によるReaD（研究開発支援総合ディレクトリ）との

連携も図りつつ，大学における教育研究業績の網羅

的把握を目指している。また，同システムでは，個々

の研究者ページに登録された業績データと機関リポ

ジトリ，引用文献データベース（Web of Science），

電子ジャーナルがリンクしていることから，研究者

ページに著者名典拠の役割を持たせ，研究者を軸に

システムの内外から得られる多様な情報を束ねるこ

とが可能な仕組みを有している（図2）。

新・研究者総覧システムは，大学の研究者と研究

業績に関する情報の公開と発信を目的として導入さ

れたものであるが，結果的に本システム開発の前提

として必要な研究者の業績情報のトータルな把握と

研究者単位での各種データの統合を可能にしたので

ある。

2.3 評価の進展

3つ目の背景として，研究者や大学・研究機関

に対するさまざまな評価が進展している現状があ

る7）。研究や教育が公的資金やその他の外部資金を

得て行われている以上，社会や利害関係者からの評

価はあってしかるべきであるが，問題は，研究者や

大学・研究機関の側が各種の外部評価の適切性を検

証したり，自らをアピールし，対策を講じていくた

めの説得力のある客観的データと評価指標を十分に

コントロールできていない点にある。外部からの評

価に一喜一憂しつつ，自分自身の優位性を主観的に

広報・宣伝するばかりの状況であるとすれば，研究

者や大学・研究機関にとって好ましいことではない。

このような状況の中でわれわれは，研究者や大学・

研究機関が評価に対する自律性を取り戻すために

は，自らの教育研究活動を客観的に評価分析するた

めのツールが必要であるとの状況認識を持つに至っ

たのである。

3. 視認度評価分析システムの目指すもの

3.1 システムの開発理念

本システムは，機関リポジトリや引用文献データ

ベースから得られる教育研究活動成果物のアクセ

ス・利用状況並びに被引用数に関するデータを，研

究者総覧システムあるいはそれに相当する機能を核

として，取得・集計・整理・統合し，研究者や大学・

研究機関にとって役立つ各種データ・評価指標を提

供する機能を実現しようとしている。具体的には次

のとおりである。図2　新・研究者総覧システムの研究者ページ
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(1) 従来，定量的研究評価のためのほとんど唯一の

手段として用いられてきた引用文献データベース

に加えて，機関リポジトリのアクセス数に関する

情報を評価指標として活用できるようにし，評価

指標を大学の幅広い教育研究活動に適用可能とす

る。

(2) 研究者総覧システムを利用することで，従来は

困難であった各種の指標の研究者単位での取りま

とめを可能にする。さらにこの延長上に，組織・

機関のさまざまなレベルでのデータの統合と分析

を可能にする。

(3) 評価指標の目的と状況に応じた主体的な活用を

可能とするために，研究者や大学・研究機関が自

分自身で，いつでも自由に必要な情報を出力し，

活用できるようにする。

研究者と教育・研究機関による本システムの利用

目的については，具体的には次のようなことを想定

できる。

(1) 研究者や教育・研究機関が客観的なデータに基

づいて自らをアピールし，外部からの評価を高め

ていくために利用する。

(2) 外部評価や第三者評価に対し，その適切性，正

確性を検証し，相対化することによって，逆に自

らを上手にアピールできる説得力のある評価指標

を研究者や機関自らが作り出していくために利用

する。

(3) 研究者や大学等に対する学術コミュニティーや

社会全般からの分野を超えた多様な関心の総合的

な把握と評価分析により，研究並びに教育や地域

貢献に至る諸活動の効果的な実施のための戦略構

築のために利用する。

つまり，本システムの開発は，社会への説得力の

ある説明責任を果たしつつ，自ら主体的に研究戦略・

経営戦略を構築していくことを必要としている研究

者と教育・研究機関が，自らの教育研究活動のポジ

ショニングとその今後の可能性についての評価分析

を，客観的データに基づいて行うことを可能にする

ために行うものであるといえる。すなわち，本シス

テムの基本理念は，研究者を支援する評価分析ツー

ルの提供であり，このことが機関の活動支援にもつ

ながるのである。

3.2 システムの要件

3.1に示した開発理念を実現するに当たって，シ

ステムに求められる基本的な要件は，各研究者と教

育・研究機関が自らの諸活動に対する関心のあり方

を多面的に知ることのできる情報提供である。自ら

の研究業績等が「いつ」，「どこから」，「どの程度」

関心を持たれているのか，さらには，「どのような」

関心を持たれ，「どのような」影響力を及ぼしてい

るのかを推測できる量的・質的な指標を，各研究者

や機関・組織の単位で提供できることが求められる。

これらの情報のかなりの部分は，アクセスログの

詳細な分析と研究者単位での情報統合によって得る

ことができる。アクセスログの活用により，アクセ

ス数やダウンロード数はむろんのこと，アクセス経

路（どこから来て，どこへ行ったか）やアクセスの

ために使用された検索キーワードの分析を行うこと

が可能である。さらにはアクセスログから得られた

情報と引用文献データベースから得られる論文の被

引用数との比較，時系列に沿った分析，機関内の複

数のレベル（機関全体，学部，学科，研究室など）

での情報の統合，データの直感的理解を可能にする

可視化などの手法の利用によって，さらに有益な情

報を得られる可能性がある。

システムが具備すべき要件としてわれわれが検討

を進めている内容を，未確定・未整理な事項も含め

て以下に具体的に記述する。

3.2.1 研究者総覧システムとの関係

本システムは機関リポジトリへのアクセスログや

引用文献データベースから得られたデータを新・研

究者総覧システムを利用して統合することに機能の

核心がある。しかし，信州大学および埼玉大学が導
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入した新・研究者総覧システムと同等なシステムを

導入しなければシステムが機能しないわけではな

い。本システムの基本部分の動作は次のとおりであ

り，研究者と各論文を対応づける何らかの方法があ

れば，限定的ではあるものの，システムの利用は可

能であると考えられる。

①研究者IDに対応する論文IDを抽出する

②研究者IDごとに，論文のID数をカウントする

③論文IDから，その論文の被引用数を取得する

④論文IDから，その論文のダウンロード数を取得す

る

⑤研究者IDから，その研究者の研究者ページのアク

セス数を取得する

⑥研究者IDごとに②〜⑤をまとめて表示する

研究者と各論文を対応づける方法としては，論文

IDを保持する機能を持った研究者総覧システムを外

部に持たせてリンクする方法（図3- a）以外に，機

関リポジトリの各メタデータに著者IDを入力し，リ

ポジトリ内部でリンクする方法（図3- b）も考えら

れる。リポジトリの中に著者ページの機能を備えて

いる米国ロチェスター大学などの事例8）もあるが，

この方法を採用すれば，研究者総覧システムを持た

なくても本システムの利用が可能になり，汎用性が

高まる。しかし，この方法を取った場合には，機関

リポジトリに登録された論文のみに対象が限定され

る点に注意する必要がある。本文データをシステム

に持つことのできない論文等も含めて，当該研究者

の研究業績全体をカバーした統計を取得するために

は，新・研究者総覧システム（もしくは同等の機能

を有する業績データベースシステム等）を外部に持

つ必要がある。

3.2.2 引用文献データベースへの対応

被引用数を取得するための手法としては，引用文

献データベースの提供しているAP Iを使用したい。

この種のAP Iは，データベースによって細部は異な

るが，基本的には検索キーを送ると，ある一定のデー

タを返戻する機能を備えている。この機能を利用し

て，検索キーとして論文IDを送り，返ってきた論文

データの被引用数を取得すれば，常に最新のデータ

を取得することができる。この種のAPIは，Web of 

Scienceだけではなく，Scopusも提供しているため9），

各機関が契約状況に合わせてどちらかを選択できる

ようにシステムを構築することが望まれる。

Web of ScienceとScopus以外では，被引用数のデー

タ自体を収録しているデータベースはまだ少数であ

る。和文データベースであるCiN i iは，被引用数を取

得する情報源として有用であり，AP Iも提供してい

るが，残念ながらAP Iから取得できるデータに被引

用数のデータは含まれていない10）。

なお，AP Iからのデータ取得時に使用する論文ID

については，各データベース独自のIDを使用するこ

ともできるが，DOIなどの汎用性の高いIDの使用が，

システムの汎用性を高める意味でも有効であろう。

3.2.3 機関リポジトリソフトウェアへの対応

機関リポジトリの構築に使用されているソフト

ウェアとしては，日本国内ではDSp a c eが圧倒的な

シェアを持つ。従って，DSpaceへの対応は必須であ

るが，それ以外のリポジトリソフトウェアを使用し

ている機関においても，本システムを利用できるよ図3　研究者と各論文の対応
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うにすることが望ましい。本システムの連携開発機

関である埼玉大学および慶應義塾大学では，リポジ

トリソフトウェアとしてXooN I p sを使用しているた

め，まずは本システムのXooN I p sへの対応を行いた

い。しかし，一定の形式でアクセスログを取得する

機能があれば，DSpaceやXooNIps以外の機関リポジ

トリソフトウェアを利用している場合においても本

システムに対応することは容易であると思われる。

3.2.4 アクセスログの解析

Webサーバのアクセスログ解析は，機関リポジト

リ（論文）や研究者総覧システム（研究者ページ）

のアクセス数・利用状況を知るための唯一の方法で

あり，本システムを有効に機能させるための生命線

といえる。しかし，アクセスログを解析する際には，

有効とはいえないログが多数記録されていること，

カウントの仕方によって結果に相当なずれが生じる

ことに十分に留意し，信頼性のある結果を出力する

ための工夫が必要となる。

例えば，アクセスログには現実に人間が利用した

実績とは異なるアクセスが多数記録されている。代

表的なものが検索エンジンのクローラをはじめとし

たボットと呼ばれるプログラムによる自動的なアク

セスである。これらは検索エンジンに登録するため

に不定期に各ページにアクセスしてくるが，人間が

論文を読んでいるのではないため，実際の利用実績

との誤差の原因となる。ボットによるアクセスが，

機関リポジトリへのアクセスに占める割合は3割〜

8割という調査結果もあり11），割合として多いだけ

でなくばらつきも大きいため，ボットの処理方法が

異なるシステム同士の数字は比較することができ

ず，統計数値として意味がなくなってしまう。また，

ボットによるもの以外にも現実の利用実績以上にア

クセスが記録される要因は多数ある。電子ジャーナ

ルのアクセス統計の世界においては，COUNTERプロ

ジェクト12）によって実務指針が定められているが，

機関リポジトリや研究者総覧システムに関しても一

定の標準に従ったアクセスログの処理を行う必要が

あると考えられる。

このことから，アクセスログの処理に関しては，

千葉大学が中心となって進めているROATプロジェ

クト13）の成果を活用することとしている。同プロ

ジェクトではアクセスログの処理の標準を提言する

ことを目的のひとつとしており，そのプロトタイプ

として，AWStats14）を活用したログ処理システムが，

協力機関向けに公開されている。

3.2.5 質的情報の分析

視認度の把握・分析に当たっては，アクセス数，

ダウンロード数，被引用数といった量的情報のみで

なく，各研究者や研究業績等が「どこから」「どの

ように」関心を持たれているのかといった利用の質

に関する情報を提供できるようにすることが望まし

い。アクセスログ分析は，このような情報の取得に

当たっても，不可欠な手段である。

アクセスログから取得できる情報はアクセスの有

無のみではない。アクセスの経路（リファラ）やア

クセス元のドメイン名，検索エンジンからのアクセ

スの場合に使用されたキーワードなども取得するこ

とができる。これらの情報は，機関リポジトリや研

究者総覧システムにアクセスしてくる人々の属性

（国別，大学／企業／一般の別など）や，関心を持っ

ているテーマを反映している。これらの情報を取得

し，集計・分析することを通して，どのような人々

がどのようなテーマに注目し，情報にアクセスして

きているのかを把握することができる。

3.2.6 研究者ページを利用したアクセス分析

本システムの情報源として利用する新・研究者

総覧システムでは，研究者ページに掲載されてい

る個々の研究業績から機関リポジトリ，Web o f 

Science，電子ジャーナルへのリンクが張られており，

個々の研究者ページが学術情報流通のジャンクショ

ンとでもいうべき機能を果たす。従って，そこから
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得られるアクセス情報が特定の研究者とその研究活

動に対する関心のあり方を具体的かつ詳細に示して

いると考えられる。例えば，研究者ページから張ら

れているどのリンクがクリックされたかを知ること

で，その研究者のどの研究業績に関心が持たれてい

るかを知ることができる。個々の研究業績に対する

関心は，機関リポジトリからのみでなく，研究者ペー

ジからも明らかにできるのである。このことは，機

関リポジトリに登載されていない論文等を含む各研

究者の研究業績の全体を分析の対象にできることを

意味している。

3.2.7 情報の表示・出力

アクセスログ等から取得し，集計された各種の

データの表示については，個人別統計と組織別統計

を提供できるようにしたい。各数値については，累

計値のみならず，毎月の推移を表示できるようにす

ることによって，利便性を高めたい。データは画面

上に表示するのみでなく，CSV形式等で出力可能と

し，各研究者が用途に応じて自在に加工・活用でき

るようにする必要があろう。

3.2.5で述べたように，アクセス経路，アクセス

元，検索キーワード等から得られる質的情報につい

ても，取得し整理・集計して提供することを可能と

することを目指しているが，この種のデータを意味

のあるものにするためには，情報の直感的な把握と

分析を可能とする表示方法を提供すべきだろう。グ

ラフや図表の利用はもちろん，例えば検索キーワー

ドの使用頻度について，タグクラウドによる視覚化

を行うなどの工夫も検討すべきであると思われる。

利用者をシステムに誘引するとともに，有効活用を

促すためには，わかりやすく，インパクトの高い方

法で情報を提供できる手段があることが望ましい。

なお，情報の表示・出力を，本人や管理者等に限

定する場合には，認証機能も必要となる。この認証

には，できれば独自のものではなく，機関リポジト

リや研究者データの登録に使用されるものと共通の

認証基盤を利用することが望ましい。

3.2.8 組織別統計

本システムを大学における諸活動（教育・研究・

社会貢献）の戦略立案に資するシステムとするため

には，個人別統計のみでは不十分であり，組織別統

計の機能は欠かすことができない。この機能は，新・

研究者総覧システムを利用し，各研究者ページに記

録されている所属組織に関する情報をキーとしてリ

ンクされた論文等に関する情報の統合と集計を行え

るようにすれば，実現は容易であると考えられる。

この場合に注意すべきなのは，同じ組織内の複数の

研究者が同じ論文を業績として登録しているケース

が考えられるので，その場合には重複してカウント

しないように，論文IDによるマージが必要となる点

である。

なお，研究者総覧システムを利用せずに，機関リ

ポジトリのみで組織別統計を実現する場合（図3- b

の方法）には，各論文データを利用して著者IDのみ

でなく組織IDも特定できるようにしておく必要があ

る。リポジトリ内で組織ごとにディレクトリを分け

ている場合は，そのディレクトリ構造をそのまま利

用する方法も考えられる。

3.2.9 多様な利活用に対応しうるデータ設計

以上に挙げた各種の統計を生成し，研究者や機関

の用途に応じた出力を可能とするためには，基礎と

なるデータの保持に関する設計が最重要事項であ

る。本システムの生命線は，機関リポジトリ，研究

者総覧システム，引用文献データベース，Webアク

セスログから得られる多様なデータである。アクセ

ス数，ダウンロード数，被引用数といった量に関わ

るデータ，並びにアクセス経路，アクセス元，検索

キーワードといった質に関わるデータが，生データ

の持つ情報を損なうことなく，各研究者単位，論文

単位，並びに時系列単位での抽出が可能な形式でシ

ステムに保持されていなければならない。このよう
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な前提が十分に構築されていれば，統計情報の生成

や出力・表示の方法はある意味で二次的であり，蓄

積されたデータから利用者側の工夫によっていかよ

うにでも用途に応じた出力と加工を行うことができ

ると考えられる。

4. 視認度評価分析システムの開発

4.1 平成20年度の開発

最初にも触れたように，本システムの開発は国立

情報学研究所のCS I委託事業に採択されており，平

成20年度から実施している。本稿では最後に，シス

テム開発の現況を報告する。

平成20年度は3.2に示したシステム要件のうち，

研究者個人別に論文の被引用数およびダウンロード

数をまとめて表示する機能を信州大学の持つシステ

ムをベースに開発した。2.2でも触れたように，本

システムの機能を可能にしているのは，機関リポジ

トリ，Web of Scienceとリンクした新・研究者総覧

システムであるが，その技術的特徴についてはすで

に複数の論文5）,15）,16）に紹介されているので詳細は

省略する。本システムとの関わりでは，特に以下の

点を挙げておきたい（図4）。

(1) XMLデータベースで構成されており，論文デー

タは，研究者データの子ノードとして保持されて

いる。

(2) 機関リポジトリに本文が存在したり，Web o f 

Scienceに採録されている論文のデータには，各シ

ステム上でのIDが登録されている。

平成20年度までのシステム開発では，新・研究者

総覧システムに登録された論文のアクセス数および

被引用数を提供することを目標とし，研究者ページ

（前出図2）にリンクした機関リポジトリおよびWeb 

of Scienceから取得した情報を統合することにより，

研究者個人別に次の統計を提供する機能を開発し

た。

①論文の機関リポジトリからのダウンロード数＝機

関リポジトリのアクセス統計

②論文のWeb of Scienceにおける被引用数＝Web of 

Science

③研究者ページへのアクセス数＝新・研究者総覧シ

ステムのアクセス統計

④研究者ページに登録された著書・論文数＝新・研

究者総覧システム自体

（「＝」以下はそれぞれの値の情報源を表す）

各統計値は，月ごとの値を提供できるようにし

た。また論文のダウンロード数および被引用数に関

しては，個人としての総数および個別の論文ごとの

値をともに提供できるようにした。

本システムでは，これらの値について，1か月に1

回，自動的に値を取得し，個人別・論文別に格納し

たデータベースを保持することとした（前出図1）。

その上で，新・研究者総覧システム内の研究者IDと

論文IDとの対応関係に従い，研究者個人ごとにこれ

らの値を集計し，表示するプログラムを開発した。

アクセス統計

上記①と③のように，本システムでは情報源とし

てアクセス統計を用いている。アクセス統計の手法

はさまざまだが，平成20年度はWebサーバのアクセ

スログを解析するツールであるAWS t a t s14）を利用

し，出力される統計ファイルからデータを取得した。

AWStatsを採用した理由には，

・導入およびカスタマイズが比較的容易である図4　新・研究者総覧システムXML例
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・URLごとのアクセス統計が可能である

・統計結果がテキスト形式で出力されるため，他

プログラムからの利用が容易である

・ボットによるアクセスなど，ダウンロード数と

してカウントしないアクセスを除外するための

設定が容易である

などがあった。

信州大学の機関リポジトリで採用しているシス

テムDSp a c eにおいては，論文本文のURLは途中に

Handle IDと“bitstream”という文字列が含まれ，末

尾が“pd f”という文字列で終わっている（ファイ

ル形式がpdfの場合）。従って，AWStatsの出力する

統計ファイルからそのようなURLへのアクセス数を

抽出することで，あるHandle IDを持つ論文へのアク

セス数を取得できる。

新・研究者総覧システムにおいては，各研究者

のページは，一定のURLに加えて，システム内の

研究者IDが含まれた形のURLを持つ。従って同様

に，AWStatsの出力する統計ファイルからそのよう

なURLへのアクセス数を抽出することで，ある研究

者IDを持つ研究者ページへのアクセス数を取得でき

る。

ただし，平成20年度の開発においては，ダウン

ロード数・アクセス数の集計のみを実装しており，

各ページへのアクセス経路や検索キーワード等の分

析は実現されていない。

被引用数の取得

上記②の被引用数については，平成20年度の開発

では，信州大学で利用可能であったことから，Web 

of Sc ienceを被引用数の情報源とした。データの取

得方法としては，テスト段階では暫定的にWeb o f 

ScienceデータのCSVファイルをローカルのサーバ上

に置き，そこからデータを取得する形をとった。し

かし，被引用数を常に最新の状態にするために，平

成21年度においては，Web of ScienceのAPIとして提

供されているArticle Match Retrieval17）を使用して，

毎月取得できるようにする計画である。

論文数

上記④の論文数に関しては，新・研究者総覧シス

テムに登録された論文の数をそのまま取得する。ま

た，新・研究者総覧システムにおいては論文デー

タの中にHandle IDやWoS IDのデータ項目が存在する

（前出図4）ため，それらのIDを持つデータ数をカウ

ントすることで，リポジトリに登録のある論文数や

Web of Scienceに採録された論文数も同時に取得し

ている。

データ表示

利用者（研究者）が認証を受けると，研究者個人

に関するデータが画面に表示される（図5）。表示さ

れる統計値は，当該研究者の論文の総数，個々の論

文の機関リポジトリダウンロード数およびWeb o f 

S c e i n c eによる被引用数，研究者ページのアクセス

数などである。なお，原則として参照できるのは利

用者自身に関する統計であり，他の研究者の個人別

統計を参照することはできないように制限されてい

る。

4.2 今後の計画

平成21年度以降は，平成20年度の開発で実装で

きなかったアクセス経路・検索キーワード等の分析

図5　研究者別統計値表示画面
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や組織別統計の機能を付加するほか，システムの汎

用性やアクセスログ解析の信頼性の向上などのため

の措置を行い，3.2に示したシステム要件の実現を

目指していく予定である。

5. 終わりに

本稿は，開発プロセスの現段階での中間報告であ

り，開発項目やその方法については確定した内容で

はないことをお断りしたい。特に3.2の記述に関し

ては未確定・未整理な部分が残されており，システ

ムの開発内容および方法に関して外部からの有益な

意見と提案がもたらされることを期待したい。しか

し，本システムの開発理念と開発に至ったわれわれ

の現状認識は変わることはないであろう。

われわれは，引き続き研究者を支援する有益な

ツールの実現のために全力を尽くしたいと考えてい

る。

本文の注

注1)	 参考文献5）の日本語版がhttp://hdl.handle.net/10091/1024で公開されている。
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Author Abstract

The Research Visibility Analysis System presents each researcher the objective indicators about the visibility 
of education and research activities and aims supporting researchers and research institutes. Based on the 
progress of institutional repositories and the development of the new researcher directory system, Shinshu 
University has been developing the system since 2008 with Saitama University and Keio University. We discuss 
the background, the principle of this project as well as the requirements and the development status of the 
system.
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